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第１章   総則 

 

（目的及び適用範囲） 

第１条 この規程は、社会福祉法人豊和会就業規則第３８条の規定により、職員の給与に関

する取扱いについて定める。 

  ２ 前項の職員とは、就業規則第２条第１項に定める職員のうち期間の定めのない職員                                           

（以下「正規職員」という）をいう。 

  ３ 正規職員以外の職員の給与については、”労働条件通知書(雇入通知書)及び承諾書

(契約書)”及びパ－ト・期間限定雇用職員就業規則に定める。 

 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与は、基本給及び第４章に定める手当並びに退職金とする。 

 

（基本給表） 

第３条 基本給表は別紙 1、2とする。ただし、基本給表は必要なときに改定することが 

ある。 

 

（基本給表の適用） 

第４条 基本給表別紙１は就業規則第２条に定める常時勤務する職員に適用し、基本給表別 

紙２は雇用契約書の基本賃金において、月給以外で契約した職員に適用する。  

  ２ 月給制の期間限定職員については、前項の別紙１を適用する。 

 

（給与の締切及び支払日） 

第５条 給与の締切期間は、前月１日から末日までの１ヶ月とし、その期間分を当月１０日

に支払う。ただし、当日が休日の場合にはその前日に支払う。 

 

（給与の計算方法） 

第６条 欠勤、遅刻、早退又は外出等により、所定の勤務時間の全部又は一部について業務

に従事しなかった場合は、その従事しなかった時間に対する給与は基本給から当該

日数又は時間分の賃金を控除する。 

  ２ 新たに採用された職員及び昇給した職員の給与は、発令の日から日割り計算による。    

月の途中での休職、退職の場合も同様とする。 

  ３ 日割りの計算の方法は、次のとおりとする。 

     基本給×１２÷年間所定勤務日数＝日割り単価 

     日割り単価×実勤務日数＝支給額 

 

（支払方法） 

第７条 給与は、指定銀行口座に振込で職員にその全額を支給する。ただし、法令により定
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めのあるもの及び職員の過半数を代表する者と書面により協定したものは、これを  

 控除して支払う。  

 

（非常時払い） 

第８条 第３条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、職員又は遺

族の請求があれば給与支払日前であっても既往の労働に対する給与を支給する。 

（１）職員及び職員の扶養家族の結婚、出産、疾病、災害及びやむを得ない理由による 

１週間以上の帰郷 

 （２）職員が死亡し、解雇され、又は退職した場合 

 （３）その他やむを得ない事情があると施設長が認めた場合 

 

（休職期間の給与） 

第９条 休職期間中の給与は支給しない。ただし、理事長が特別の事情があると認めた場合

は、この限りではない。  

 

第２章  基本給 

 

（給与形態及び基本給） 

第１０条 職員の基本給は、月給制、日給月給及び日給制、時間給月給制とする。 

 

（初任給） 

第１１条 学歴、能力、資格の有無及び職務内容等を勘案し、決定する。 

   ２ 職員となる前の職歴等の経験年数を勘案し決定する。 

 

                 第３章 昇給 

 

（昇給） 

第１２条 昇給は、基本給について行うものとし、法人の業績などを勘案し、原則として 

     毎年４月に勤務成績等良好な者について行うことができる。 

   ２ 別に定める「職能資格制度規則」に基づき、職能資格級に格付けする。 

３ 職能等級に対する給与等級の目安は別紙３のとおりとし、昇給判定の参考とする。 

   

（特別昇給） 

第１３条 勤務成績が優秀な場合等、理事長が必要と認めた場合は、特別昇給をさせること

ができる。 

 

（昇給制限） 

第１４条 次の各号に該当する者に対しては、昇給させないことがある。 
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   （１）休職中の者 

   （２）勤務成績又は勤務能力の極めて劣る者 

   （３）年間欠勤率１０％以上の者 

 

                 第４章 手当 

 

（賞与） 

第１５条 賞与は、法人の業績などを勘案し毎年６月および１２月に支給することができる。 

・ ６月支給対象者：前年１０月～当年３月までの査定期間に就労し、支給日

に在籍した者(当年４月～５月は評価期間) 

・１２月支給対象者：当年４月～９月までの査定期間に就労し、支給日に在籍

した者(当年１０月～１１月は評価期間) 

 

   ２ 支給額は、法人の業績、職員の勤務成績等を勘案して支給する。ただし、業績の

著しい低下、その他やむを得ない事由がある場合は支給を延期し、又は支給しな

いことがある。 

 

（担当加算手当） 

第１６条 担当加算手当は、次の者に支給する。 

（１）居宅介護支援事業所を担当する介護支援専門員で、担当する人数が１１人以上 

となった時点から、１人あたり月額７００円を支給する。 

 

 (資格手当) 

第１７条 介護福祉士の資格を有し、支給要件を満たすものに支給する。 

    

（超過勤務手当） 

第１８条 法定労働時間を超えて就業させた場合には、手当として割増し賃金を支給す 

る。 

法定労働時間外   時間単価×１．２５×法定労働時間外労働時間 

深夜割増      時間単価×０．２５×深夜勤務時間(22:00～5:00） 

 

資 格 月 額 要 件 

介護福祉士 

3,000 円 

・介護職員(正職員) 

・勤務延長契約者(フルタイム) 

・期間限定雇用契約者(フルタイム) 

1,000 円 
・介護職員以外 

・非常勤職員(週 20時間以上勤務する者) 

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス
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（休日勤務手当）  

第１９条 休日に法定労働時間を超えて就業させた場合には、手当として割増し 

賃金を支給する。 

      法定外休日勤務手当  時間単価×１．２５×休日勤務時間 

            法定休日勤務手当   時間単価×１．３５×休日勤務時間 

       

      休日勤務が深夜勤務時間におよんだ場合は、休日勤務手当の額に深夜割増を 

      加算し支給する。 

深夜割増    時間単価×０．２５×深夜勤務時間(22:00～5:00)） 

 

 ２ ただし休日を他の日に振り替えた場合は、休日勤務手当は支給しない。 
 

（通勤手当） 

第２０条  通勤距離片道２ｋｍ以上の職員(パ－トタイム職員、期間限定雇用職員、定年 

後の再雇用職員含む)を対象とし限度額は２０，０００円とする。自家用車は 

１ｋｍ当たり１２．５円とし、公共交通機関は、片道運賃×２×通勤日数とし、 

定期券購入の場合は３ヶ月定期券以上について購入額を月数で割った１ヶ月 

当りの実費を通勤手当とする。 

    

（休業手当） 

第２１条 使用者の責に帰すべき事由による休業の場合、休業期間中、当該労働者に、 

その平均賃金の１００分の６０の休業手当を支給する。 

 

（時間帯別勤務手当） 

 第２２条  

① 夜間勤務手当 

夜間勤務者には１回当り５，０００円(深夜割増含む)を支給する。 

   ② 深夜勤務手当 

          深夜勤務者には 1 回当り２，２００円(深夜割増含む)を支給する。 

   ③ 早出手当 

     早番勤務者（5:30～14:00）の１時間(5:30～6:30)に対し、１回あたり８００円

を支給する。 

 

（基準超過勤務手当） 

 第２３条 早出・残業・休日出勤の合計時間が６０時間を超えた場合、超過分を支給する。 

         基準賃金×０．２５×６０時間を超えた時間数 

 

（職務手当） 

第２４条 担当する職務の困難度に対し、複雑性、責任度などを考慮し職務手当を支給す

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス
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る。施設長の評価推薦により理事長の承認をもって決定される。 

    職務手当と資格手当（介護福祉士）は個別に支給する。 

 

 

※１. 施設状況により特に必要と判断した場合は、無資格者であっても実務経験を 

評価し施設長推薦によりユニットリーダー研修を受講することができる。 

    ※２．特養において生活相談員と介護支援専門員を兼務するものは、各手当を支給 

する。 

 

（待機手当） 

 第２５条 看護師にあって勤務日程表に待機日を指定され、予定どおり実施された時は 

      待機手当として１回当り１，０００円を支給する。 

 

 
職 務 要 件 等 

手当 

（月額） 

特養 

ユニット 

サブリーダー 

無資格 2,000 円 

介護福祉士、介護支援専門員 3,000 円 

ユニットリーダー研修終了 4,000 円 

ユニット 

リーダー 

介護福祉士、介護支援専門員 5,000 円 

ユニットリーダー研修終了 ※1 10,000 円 

特養 

介護支援専門員 
有資格者でありその職務にある者 

（主任介護支援専門員有資格者含む） 
5,000 円 

准看護師 
看護師業務を職務とし、介護業務の支援を 

可とする者 
5,000 円 

正看護師 10,000 円 

栄養士 栄養士を職務とし調理業務も可とするもの 10,000 円 

管理栄養士 20,000 円 

調理師 調理師として実務経験 2年以上 10,000 円 

通所・ 

特養 

生活相談員 

 ※2 

介護福祉士（実務経験 3年以上） 3,000 円 

社会福祉主事 5,000 円 

社会福祉士 10,000 円 

通所 
機能訓練指導員 

専任者(准看護師・看護師の資格を有し、週 30時間

以上勤務するもの) 
5,000 円 

介護リ－ダ－ 介護業務 10 年相当の経験と勤続 3 年以上の者 5,000 円 

居宅 介護支援専門員 居宅介護支援事業所の職務にある者 5,000 円 

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス



 

7 
 

（褒賞金） 

 第２６条 職員紹介制度にもとづき職員紹介者には褒賞金を支給する。 

    1)《正職員未経験者１名紹介》 

       ・採用に至り試用期間を経過した時    ・・１万円    

       ・更に１年以上(試用期間含む)就労した時 ・・２万円 

    2）《正職員経験者１名紹介(福祉施設又は訪問ヘルパー等１年以上)》 

       ・採用に至り試用期間を経過した時    ・・２万円 

       ・更に１年以上(試用期間含む)就労した時 ・・２万円 

    3）施設が必要とする要件を満たすパ－ト職員及び期間限定雇用 

職員を紹介し、採用に至り試用期間を経過した時・・1万円 

    4）紹介者が退職した場合は、退職日をもって報奨金受給の権利を失する。 

 

(介護職員処遇改善加算) 

 第２７条 介護職員処遇改善加算金（以下『加算金』という。）支給対象職員は、特別養

護老人ホームしゃくなげの里、特別養護老人ホームそよかぜ、デイサービスセ

ンターけやきの介護職員とする。 

看護師、介護支援専門員、相談員、栄養士、調理員、事務職（施設長を含む）、

宿直、運転手の各職員は支給対象外とする。但し、介護職員兼務者は兼務実態

にもとづき支給する。 

 

２ 支給額 

    １）年度初めに介護職員処遇改善計画書を届出し承認された額から、福利厚生費(健

康保険、厚生年金保険、労災保険等)を差引いた額を加算金支給対象職員（以下

「対象職員」という。）の数で除した金額とする。 

２）正職員、非正規職員の支給配分基準は勤務時間数などの比率とする。また 

  交代勤務としての夜間勤務可否及び夜間勤務実施回数を考慮する。 

          (例) 正職員:非正規職員=40 時間/週:30 時間/週=1:0.75 

 

３ 賃金項目 

      支給すべき加算金は介護職員処遇改善計画書を提出する年度ごとに法人の 

経営状況を勘案し、賃金項目と支給日を決める。 

        賃金項目: 基本給、加算手当、賞与、一時金  

４ その他 

施設長は、介護職員処遇改善計画書の申請可否について、毎年 1月末までに 

理事長の承認をもって決定する。 

 

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス
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(介護職員等特定処遇改善加算) 

 第２８条 介護職員等特定処遇改善加算（以下『特定加算』という。）支給対象職員は、

特別養護老人ホームしゃくなげの里、特別養護老人ホームそよかぜ、デイサー

ビスセンターけやきの職員であり、下記の 1)～4)の条件のもとに特定加算を

支給する。 

 

   １  特定加算配分の対象となるグループ分け(配分対象職員の分類:厚労省通知) 

   a グループ: 経験・技能のある介護職員 

      ・介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者。 

・当法人における勤務年数 10年以上の介護職員を基本としつつ、他の法人に 

おける経験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業所の裁量で設定。 

      ・フルタイム勤務者（1日 8時間、週 40時間が所定労働時間）とする。 

        b グループ: 他の介護職員 

      ・経験・技能のある介護職員(a グループ)以外の職員で、フルタイム勤務者 

（1日 8時間、週 40 時間が所定労働時間）とする。 

         c グループ: その他の職種 

      ・介護職員(a グループ、bグループ)以外の職員で、フルタイム勤務者（1 日 8

時間、週 40 時間が所定労働時間）とする。 

 

   ２ 配分方法及び比率 

当法人は各事業所の状況に応じて、介護職員等特定処遇改善計画書の作成時に、 

下記の 1)又は 2)の配分方法を選択し計画書の作成を行う。 

1) ａ、ｂ、ｃに配分する場合 

①各グループ合計額を A:B:C = 4:2:1 の比率とする。 

②その他の職種平均賃金額について、ｃがｂより低い場合、平均支給額を、 

基本の 2：1ではなくｂと同等の水準（1：1）とすることが可能 

2) ａ、ｂに配分する場合     

①他の介護職員への配分は経験･技能のある介護職員への配分の 2分の 1未 

 満であること 

        

３ 賃金改善実施期間の決定 

  賃金改善実施期間は下記の 4つの期間から法人の経営判断により選択し、介護職 

員等特定処遇改善計画書に記載し実施される。 

①利用者へのサービス提供期間と同じ期間 

②国民健康保険団体連合会からの総額通知と同じ期間 

③国民健康保険団体連合会からの介護報酬振り込みと同じ期間 

④国民健康保険団体連合会からの介護報酬振り込み以後の期間 
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４ 中途採用職員、職種変更、資格取得による配分グループ変更職員に対する特定加 

算支給について 

①中途採用職員  

  試用期間終了月の翌月から属する配分グル－プ員としての評価結果を基に 

  支給する。 

②職種変更 

  職種変更により属する配分グループが変更になった場合、新たに属する配分 

グル－プ員としての評価結果を基に、職種変更月から支給する。 

③資格取得による配分グループ変更（ｂグループからａグループへの変更） 

    資格取得によりａグループに属した職員は、当法人での勤務年数及び他法人 

での勤務年数を勘案しながら評価を行い、資格取得翌月から支給する。 

 

   ５ 評価について 

     評価の優先順位は下記のとおりとする。 

         資格有無＞知識・技能・協調性＞夜勤可否＞自主性 

 

   ６ 支給について 

     1）月額の特定加算額は施設利用者数の変動及び職員数の入退職に伴う変動に 

       より１人当りの改善額も変動する。 

          2）給与の昇給により、法定福利費の増額が個人によって異なる現象が生じる。 

     3）1）、2）等の月次での変動要素がある為、年度毎に特定加算支給額を算定し概 

      算で固定支給し、従来の処遇改善加算金の年末調整と共に特定加算支給額も年 

      度末調整し、余剰金が生じた場合は最終支給月に在職する職員を対象に追加配 

      分し支給する。 

        

                  第５章 退職金 

 

（退職金） 

第２９条 職員の退職金は、法人が定める退職金規程の定めるところにより支給する。 
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附 則 

 この規程は、平成２２年５月２７日から施行する。 

この規程は、平成２３年８月１２日から施行する。 

 この規程は、平成２６年７月１日から施行する。 

特別養護老人ホーム開設に伴い、法人統一規則として全面見直し 

 この規則は、平成２６年１２月２２日から施行する。 

この規程は、平成２７年９月１日から施行する。 

 この規程は、平成２７年１２月１日から施行する。 

 この規程は、平成２７年１２月２３日から施行する。 

        県指導監査時の指摘により追加記載 

この規程は、平成２８年２月１５日から施行する。 

この規程は、平成２８年３月 1日から施行する。 

この規程は、平成２８年１２月 1日から施行する。 

         手当等追記、賃金表改定により 

この規程は、平成２９年 ４月 1日から施行する。 

この規程は、平成２９年９月１日から施行する。 

    第 17 条調整手当廃止、非正規職員の時給賃金表の改定資格手当一覧追記 

  この規程は、平成２９年１１月１日から施行する。 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

この規程は、平成３０年１０月１日から施行する。 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

この規程は、令和２年１０月１日から施行する。 

      宮城県最低賃金変更により 

この規程は、令和２年１１月１日から施行する。 

      第２８条 介護職員等特定処遇改善加算について追加記載 

       （中途採用職員、資格取得による配分グループ変更職員に対する特定加 

算支給は、令和２年４月１日にさかのぼり実施する) 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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【正職員適用給与表】

令和2年10月１日　改定

1級 ２級 3級 4級 5級 6級

号 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額

1 159,800 180,500 214,700 231,900 252,000
2 161,500 182,200 216,700 234,100 254,200
3 162,600 184,000 218,700 236,300 256,400
4 163,200 185,700 220,600 238,400 258,600
5 164,900 187,400 222,600 240,600 260,800
6 166,600 189,200 224,700 242,900 263,000
7 168,300 191,000 226,800 245,100 265,200
8 170,000 192,800 228,800 247,400 267,400
9 171,600 194,600 230,900 249,600 269,600
10 173,300 196,400 233,100 251,700 271,800
11 174,400 198,200 235,200 253,800 274,000
12 175,100 199,900 237,400 255,800 276,200
13 139,000 176,900 201,600 239,500 257,900 278,400
14 140,100 178,600 203,700 241,700 260,000 280,700
15 141,400 180,400 205,600 243,900 262,100 282,900
16 142,700 181,900 207,600 246,100 264,200 285,200
17 143,900 183,300 209,500 248,300 266,300 287,400
18 145,200 184,800 211,800 250,400 268,400 289,700
19 146,600 186,200 213,400 252,500 270,500 292,000
20 148,000 187,500 215,300 254,500 272,600 294,200
21 149,400 188,800 217,200 256,600 274,700 296,500
22 150,800 190,100 220,000 258,700 276,800 298,800
23 152,300 191,400 221,000 260,800 278,900 301,100
24 153,700 192,700 222,900 262,800 281,000 303,300
25 155,200 194,100 224,800 264,900 283,100 305,600
26 156,600 195,400 226,600 266,900 285,200 307,900
27 158,100 196,700 228,400 268,900 287,300 310,200
28 159,600 198,000 230,200 270,900 289,300 312,400
29 161,100 200,000 232,000 272,900 291,400 314,700
30 162,600 200,500 233,800 274,900 293,500 317,000
31 163,700 201,800 235,600 276,900 295,500 319,300
32 164,800 203,000 236,800 278,900 297,600 321,600
33 165,900 204,200 238,400 280,900 299,600 323,900
34 167,000 205,300 239,900 282,900 301,600 326,200
35 167,900 206,500 241,500 284,800 303,700 328,400
36 168,800 207,600 243,000 286,800 305,700 330,700
37 169,700 208,700 244,500 288,700 307,700 332,900
38 170,600 209,700 246,000 290,600 309,700 335,200
39 171,400 210,800 247,600 292,500 311,700 337,500
40 172,200 211,900 249,100 294,300 313,600 339,700
41 172,900 213,000 250,600 296,200 315,600 342,000
42 173,700 214,000 252,000 298,000 317,400 344,200
43 174,400 215,100 253,300 299,800 319,300 346,500
44 175,100 216,200 254,700 301,500 321,100 348,700
45 175,700 217,200 256,000 303,300 322,900 350,900
46 176,400 218,300 257,300 305,000 324,700 353,100
47 177,100 219,300 258,700 306,800 326,500 355,300
48 177,800 220,300 260,000 308,500 328,300 357,500
49 178,400 221,300 261,300 310,200 330,100 359,700
50 179,100 222,300 262,600 311,900 331,900 361,800

 

 

別紙 1 

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス
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【非正規職員の時給賃金表】

号 時給 号 時給 号 時給

1 31 1,080 61 1,380

2 32 1,090 62 1,390

3 33 1,100 63 1,400

4 34 1,110 64 1,410

5 35 1,120 65 1,420

6 830 36 1,130 66 1,430

7 840 37 1,140 67 1,440

8 850 38 1,150 68 1,450

9 860 39 1,160 69 1,460

10 870 40 1,170 70 1,470

11 880 41 1,180 71 1,480

12 890 42 1,190 72 1,490

13 900 43 1,200 73 1,500

14 910 44 1,210 74 1,510

15 920 45 1,220 75 1,520

16 930 46 1,230 76 1,530

17 940 47 1,240 77 1,540

18 950 48 1,250 78 1,550

19 960 49 1,260 79 1,560

20 970 50 1,270 80 1,570

21 980 51 1,280 81 1,580

22 990 52 1,290 82 1,590

23 1,000 53 1,300 83 1,600

24 1,010 54 1,310 84 1,610

25 1,020 55 1,320 85 1,620

26 1,030 56 1,330 86 1,630

27 1,040 57 1,340 87 1,640

28 1,050 58 1,350 88 1,650

29 1,060 59 1,360 89 1,660

30 1,070 60 1,370 90 1,670

令和2年10月１日　改定

 

 

 

別紙２ 

Owner
テキストボックス

Owner
テキストボックス
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         ≪参考≫  

 

【職能等級に対する給与等級目安】 

職

能 
等

級 
職能資格 等級定義 

給与

等級

目安 

管

理

職

能 
[３] 

３ 
施設長 
格 

・理事会の方針に基づき施設の経営・運営能力ができる能力を 
有する。 

・施設を経営・運営するものとしてのレベルの知識と職務遂 
行能力を有する。 

６ 

２ 
施設長 
補佐格 

・施設の経営・運営方針に基づき施設長を補佐できる能力を 
有する。 

・施設内の管理者として高度な知識と職務遂行能力を有する。 
・施設内の統括、調整、決定が完全に出来る能力を有する。 
・施設の業務に関し、新たな行事や支援サービス等の開発が 

完全にできる能力を有する。 

５
䣍
４ 

１ 課長格 

・施設の事業方針に基づき上司を補佐できる能力を有する。 
・各組織を取り纏め、統括する知識と職務遂行能力を有する。 
・施設の業務に関し、新たな行事や支援サービス等の開発が 

できる能力を有する。 

４
䣍
３ 

中

間

指

導

職

能

[２] 

２ 係長格 

・施設の事業方針に基づき上司を補佐できる能力を有する。 
・係に準ずる組織の責任者としての知識と職務遂行能力を有し、

組織の指導と調整ができる能力を有する。 
・施設の業務に関し、行事や支援サービス等の企画ができる 

能力を有する。 
３ 

１ 主任格 

・施設の事業方針に基づき上司を補佐できる能力を有する。 
・担当する組織の責任者としての知識と職務遂行能力を有し、 

組織の指導と調整ができる能力を有する。 
・他の係やグループに準ずる組織との連携調整が出来る。 
・施設の業務に関し、行事や支援サービス等の企画ができる 

能力を有する。 

一

般

職

能

[１] 

３ 

・上司や先輩の職員を補佐できる能力を有する 

・組織内の熟練業務・判断業務を遂行できる知識と職務遂行 

能力を有する。 

・後輩の指導ができる能力を有する。 
２ 

２ 
・上司や先輩の職員を補佐できる能力を有する。 

・組織内の定型業務を遂行できる知識と職務遂行能力を有する。 

１ 
・組織内の補助業務を遂行できる知識と職務遂行能力を有する。 

・指示された事を正確に遂行できる。 
１ 

 

 

別紙 ３ 

Owner
テキストボックス




